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令和８年度（2026年度）の市政運営の基本方針

令和８年度（2026年度）においては、物価⾼騰の影響を受ける市⺠及び事業者への
支援を⾏いながら、「子ども・子育て」･「安全・安心・環境」･「健康・福祉」
･「魅⼒・活⼒」の４つを、市政運営の重要ポイントとし、後に掲載する重点取り組
みを中心に、各種の取り組みを展開します。

物価高騰への対応については、これまでから、国・大阪府の動きとも歩調を合わせつつ、
市⺠に最も⾝近な基礎⾃治体として、市⺠や事業者への迅速かつ適切な⽀援を⾏ってき
ましたが、今後も引き続き、的確かつ効果的な⽀援策を着実に展開していきます。

すべての⼦どもたちが安心して成⻑することができるよう、⼦育てにかかる様々な負担
の軽減に資する取り組みや、⼦どもたちの居場所づくりの充実に取り組むなど、多様な
ニーズを踏まえ、より一層⼦ども・⼦育てを⽀援するまちづくりを進めます。

⾃然災害やライフラインの⽼朽化による事故や被害に備え、市⺠の⽣命及び財産を守り、
被害を最小限に抑えるため、日頃の備えも含めた防災・減災体制のさらなる充実に取り
組むとともに、災害に強い安全・安心なまちづくりを進めます。
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令和８年度（2026年度）の市政運営の基本方針

すべての市⺠がいきいきと⾃分らしく健康な⽣活がおくれるよう、社会参加の促進や専門
機関との共創により築き上げた成果の活用による健康寿命の延伸に向けた取り組みの推進
など、健康・福祉のまちづくりを進めます。

新たなまちの核となる⼋尾空港⻄側跡地の有効活用や、地域経済の発展を牽引する国道25

号大阪柏原バイパスの整備促進といった「未来への投資」に積極的に取り組み、魅⼒や活
⼒があふれる、にぎわいのあるまちづくりを進めます。

2025年大阪・関⻄万博（以下、「万博」という。）への参画や挑戦で得られた貴重な経
験、広がったつながり、そして成果を、市政の様々な取り組みに反映させることで、「⼋
尾の成⻑と発展」につなげます。

⾏政DXによる市⺠の利便性向上と業務の効率化の両⽴を図るとともに、「職員満⾜度向
上プラン」に基づき、職員がやりがいを持って⼒を発揮できる風通しの良い組織運営を
推進し、適切な職員配置のもと多様化する市⺠ニーズに的確に対応します。
あわせて、公⺠連携や⾏財政改⾰に取り組み、「改⾰と成⻑の好循環」を⼒強く推し進め、
将来に渡り持続可能な市政運営を実現します。 2



令和８年度 市政運営方針

【物価⾼騰への対応】
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物価⾼騰への対応

⻑引く物価高騰が、市⺠⽣活や経済など多⽅⾯にわたり影響を及ぼしていることから、
市⺠の暮らしを守る取り組みや事業者への⽀援を迅速かつ着実に進めてきました。
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 すべての市⺠１⼈あたり６千円の市⺠応援給付⾦を支給

 ⼀般家庭や事業所の⽔道基本料⾦の４か⽉分減免を実施

 中⼩企業が賃上げ環境の整備に向け実施する収益⼒向上のための
取り組みに、上限２００万円の補助を実施



物価⾼騰への対応
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 物価⾼騰の影響を受ける福祉施設や保険医療機関等へ⽀援⾦を給付
＜対象＞
 私⽴認定こども園等（私⽴認定こども園・私⽴保育所・⼩規模保育施設・
認可外保育施設）

 放課後児童健全育成事業所（放課後児童クラブ）
 介護サービス事業所（入所系・通所系）
 障がい福祉サービス事業所・障がい児通所⽀援事業所（入所系・通所系）
 保険医療機関（病院・診療所）・保険薬局

 エアコンを保有していない６５歳以上の⾼齢者のみの市⺠税非課税
世帯へ、購入費として上限８万円の補助を実施

これらの取り組み以外にも、今後も引き続き、的確かつ効果的な⽀援策に取り組みます。



令和８年度 予算案の概要
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令和８年度 予算の概要

令和８年度（2026年度）の市政運営の基本⽅針に沿って、⼋尾市がめざす暮らしの姿を実
現するため、多様化する市⺠ニーズに対応した事業を展開し、選ばれるまちとしての魅⼒向上に
取り組む予算
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当初予算額 １３２６億１３６３万７千円
対前年度⽐ ４６億９２８２万９千円の増（3.7％増）

一般会計

第１号補正予算（主な取り組み）
子育て世帯の経済的負担軽減を図るための小・中学校給食費無償化に伴う予算

７０５億８９９万３千円
対前年度⽐ ５１億３０７４万円の増 （7.8％増）

特別会計 企業会計

３６７億５５９３万５千円
対前年度⽐ １億３４０６万４千円の減 （0.4％減）

・小学校給食費の無償化に伴う費用 ６億８８７９万８千円
・中学校給食費の無償化に伴う費用 ３億７５５２万７千円



令和８年度 当初予算額 歳入

令和８年度の歳⼊予算は、市税収⼊で増収を⾒込むとともに、国が⽰す地⽅財政対策の概要
に基づき、地⽅交付税の増加を⾒込んだ結果、総額では対前年度で増額となりました。
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【対前年度⽐】

○市税 ６億２５０万円の増 （ 1.5％増）
※個⼈市⺠税、固定資産税の増 など

○地⽅交付税 ２１億８０００万円の増 （13.2％増）

○国庫⽀出⾦ ３億９４７７万２千円の増 （ 1.2％増）
※⾃⽴⽀援費負担⾦、施設型給付費負担⾦の増 など

○府⽀出⾦ ７億２０８８万円の増 （ 6.7％増）
※⾃⽴⽀援費負担⾦、施設型給付費負担⾦の増 など

○繰⼊⾦ ３億７１４１万４千円の増 （ 8.3％増）
※財政調整基⾦繰⼊⾦、地域安全・安⼼のまちづくり基⾦繰⼊⾦の増 など

市税

419億3050万円

地方交付税

186億8000万円国庫支出金

337億3546万6千円

府支出金

114億2809万8千円

繰入金

48億2911万円

市債

54億4820万円

その他

165億6226万3千円

歳入

1326億1363万7千円



【対前年度⽐】

○⼈件費 １５億９３６万２千円の増 （ 7.2％増）
※⼈事院勧告に伴う増 など

○扶助費 ９億２０４２万２千円の増 （ 2.6％増）
※施設型給付費・施設等利⽤費、⽣活保護費の増 など

○補助費等 １９億４０２６万７千円の増 （ 7.7％増）
※訓練等給付事業経費、介護給付事業経費の増 など

○繰出⾦ ７億９６０８万８千円の増 （ 6.4％増）
※介護保険事業、後期⾼齢者医療事業 特別会計繰出⾦の増 など

○投資的経費 １７億５１７４万４千円の減 （22.1％減）
※⻄郡住宅整備改善事業費、小学校施設機能更新費の減 など

令和８年度 当初予算額 歳出

令和８年度の歳出予算は、扶助費や補助費等、繰出⾦において社会保障関係経費が引き
続き増加傾向にあることや、⼈件費の増加などにより、総額では対前年度で増額となりました。
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人件費

226億379万6千円

物件費

146億5658万5千円

扶助費

365億4069万3千円

補助費等

271億5231万8千円

公債費

96億9256万6千円

繰出金

131億6000万2千円

投資的経費

61億5730万8千円

その他

26億5036万9千円

歳出

1326億1363万7千円



令和８年度 市政運営方針
重点取り組み【４つの重要ポイント】
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小・中学校給食費の無償化

問合せ 教育委員会事務局 学務給食課
０７２－９２４－３８９０

関 連
予 算

○小学校給食費の完全無償化
⼦育て世帯の経済的な負担の軽減を図るため、国の学校給食費の抜本的な負担軽減への対応に加え、
本市独⾃の取り組みとして、家庭に負担を求めることのない小学校給食費の完全無償化を実施しま
す。

○中学校給食費の無償化を延⻑
物価高騰による⼦育て世帯の経済的な負担の軽減を図るため、中学校給食費の無償化を１年間延⻑
します。

小学校給食管理運営業務
６億８８７９万８千円
※小学校給食費無償化に係る経費

中学校給食管理運営業務

３億７５５２万７千円
※中学校給食費無償化に係る経費 11



病児保育の実施施設の増設

問合せ こども若者部 保育・こども園課
０７２－９２４－９８５７

関 連
予 算

病児保育事業
２億４０４７万２千円

⼦どもが病気の際に、保護者が就労等により⾃宅での保育が困難な場合の保育ニーズ
に対応するため、病児を保育する施設を新規開設し、安心して⼦育てができる環境整
備を進めます。
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「スクールキッズ・スクエア」の拡充

問合せ
こども若者部 こども施設運営課
放課後児童育成室
０７２－９９２－２３５０

関 連
予 算

希望する児童が⾃由に遊び、学び、安全・安心に過ごすことのできる放課後の新たな
居場所となる、学校施設を活用した「スクールキッズ・スクエア」について、実施校
を４校追加し、合計６校で試⾏実施します。

スクールキッズ・スクエア事業
７１４０万５千円
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新たな居場所づくりなどによる不登校児童⽣徒支援の
さらなる充実

問合せ 教育委員会事務局 教育センター
０７２－９４１－３３６５

関 連
予 算

一人ひとりの状況やニーズに応じ、オンラインを活用した居場所における学習や
コミュニケーション⽀援、フリースクールなどの⺠間施設や地域との連携による多様
な⽀援に引き続き取り組みます。
また、府⽴高校と連携した新たな居場所を整備し、⼦どもたちが未来への一歩を踏み
出すための⽀援に取り組みます。

不登校児童⽣徒⽀援事業
１００７万５千円
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非認知能⼒の育成推進と家庭・地域における
理解促進

問合せ
教育委員会事務局 ⽣涯学習課
０７２－９２４－３８９３

教育委員会事務局 教育政策課
０７２－９２４－３８８８関 連

予 算

⼦どもの⾃己肯定感や⾃己有用感が高まることをめざし、学校において、引き続き
非認知能⼒の育成に取り組むとともに、非認知能⼒の育成を意識した家庭教育や地域
活動に対する理解の促進を図ります。
また、学校や家庭・地域の取り組み成果を発表・共有するために実践発表会を開催し、
非認知能⼒の育成に関する活動の輪を広げます。

教育振興基本計画の推進
１５３２万３千円

家庭教育学級事業
１３２万４千円
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防犯灯の維持管理⼿法の抜本的な⾒直し

問合せ 危機管理課
０７２－９２４－３８１７

関 連
予 算

安全で安心して⽣活することができる地域社会の実現をめざし、これまで地域により
維持管理されてきた防犯灯について、地域の負担軽減を図るため、市への移管を⾏い、
市が直接維持管理を実施する⼿法へと全⾯転換を進めます。

地域防犯活動⽀援事業
１億４０３１万３千円
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地域防災⼒の向上を図る体制づくりへの支援

問合せ 危機管理課
０７２－９２４－３８１７

関 連
予 算

地域における防災⼒の向上を図るため、地域の特性や想定される災害を踏まえた、地
域住⺠が主体となって取り組む地区防災計画について、全校区での計画策定をめざし、
引き続き取り組みを進めます。

地区防災推進事業
４２万円
※地区防災計画策定⽀援業務に係る経費
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下⽔道施設の耐震化を推進

問合せ 下⽔道整備課
０７２－９２４－３８８４

関 連
予 算

災害時における下⽔道機能の維持と早期復旧を図り、安全・安心な⽣活環境の確保
及び都市の防災⼒向上につなげるため、避難所等の被災すると極めて大きな影響を
及ぼす施設に接続する下⽔道管の計画的な耐震化を進めます。

【公共下⽔道事業会計】
９６９７万９千円
※耐震化事業に係る経費
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消防本部庁舎や南⻄部庁舎などの消防署所の整備による
消防体制の強化

問合せ 消防本部 消防総務課
０７２－９９２－２１５１

関 連
予 算

消防本部庁舎の設計業務に着⼿し、市域南⻄部に消防署大正出張所を竣⼯するなど、
市域全域を網羅するバランスの取れた消防署所の配置を進め、市⺠の命を守る体制の
強化を図ります。

消防庁舎機能更新事業
５億２５７９万７千円
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脱炭素型まちづくり（ゼロカーボンシティやお）
の推進

問合せ

環境部 環境保全課
０７２－９２４－９３５９

環境部 環境施設課
０７２－９９２－２１３９

関 連
予 算

公共施設の脱炭素化に向けた取り組みとして、リサイクルセンター学習プラザ
「めぐる」のZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化に向けた改修を進めます。
また、公⺠連携によるゼロカーボン出前講座の実施などに取り組み、市⺠・事業者・
⾏政等の協働による脱炭素化の推進を図ります。

ゼロカーボンシティやお推進事業
６３４万１千円

リサイクルセンター学習プラザの管理運営事業
１億２９８０万７千円
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健康寿命延伸に向けた取り組みの推進

問合せ
健康福祉部 保健企画課
健康まちづくり科学センター
０７２－９９４－０６６５

関 連
予 算

万博において展示発表した、大学との共同研究により開発した健康寿命推定アプリ
「ウェルやお」を保健指導等の場⾯で活用し、市⺠一人ひとりの主体的な健康づくり
を推進します。

健康づくり推進事業
２７７６万６千円
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がんとの共⽣社会実現に向けた取り組みの充実

問合せ 健康福祉部 健康推進課
０７２－９９３－８６００

関 連
予 算

４０歳未満でがんの末期状態と診断された⽅が、住み慣れた⾃宅で療養し、⾃分らし
い⽣活を送れるよう、患者とその家族の⽅の負担軽減を図るため、在宅介護サービス
にかかる利用料等の一部を新たに助成します。

健康増進事業（がん検診）
８０万２千円
※一部助成に係る経費
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成果連動型⺠間委託契約方式（PFS）を活用した社会参加
型介護予防の推進

問合せ 健康福祉部 ⾼齢介護課
０７２－９２４－３８３７

関 連
予 算

成果連動型⺠間委託契約⽅式（PFS）を活用し、社会参加の促進を目的とした介護予
防プログラムを実施することで、健康寿命の延伸を図るとともに、要介護状態への移
⾏を緩やかにし、高齢者がいつまでも元気に⾃⽴した⽣活ができることをめざします。

【介護保険事業特別会計】
社会参加型介護予防事業
１５０７万４千円
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市⽴病院における無痛分娩の導⼊

問合せ 市⽴病院事務局 企画運営課
０７２－９２２－０８８１

関 連
予 算

市⽴病院における周産期医療において、出産時の痛みを和らげ⺟体の負担を軽減する
とともに、出産に向けての不安を解消する選択肢として無痛分娩を導入し、希望され
る⽅が安心して出産できる環境を整備します。

政策医療の充実
※【病院事業会計予算】に計上
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⼋尾空港⻄側跡地の有効活用に向けた取り組みの
推進

問合せ 都市整備部 都市政策課
０７２－ ９２４ －３８５０

関 連
予 算

昨今の社会経済情勢や周辺状況の変化を踏まえ、将来を⾒据えた持続可能な魅⼒ある
まちづくりを進めるため、大阪市と連携しながら、⼋尾空港⻄側跡地におけるまちづ
くりの基本構想策定に着⼿します。

国有地等有効活用検討事業
８４８万８千円
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国道25号大阪柏原バイパスの整備促進

問合せ 都市整備部 都市基盤整備課
０７２－ ９２４－３９８２

関 連
予 算

国道25号の抜本的な渋滞対策に加え、災害時の緊急交通路の確保や防災⼒向上、さら
には、地域経済にも大きな効果が期待される国道25号大阪柏原バイパスについて、
関係機関と連携し早期事業化が図られるよう取り組みます。

都市計画道路整備事業
４９万８千円
※国道２５号大阪柏原バイパス整備促進事業に係る経費
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既存市営住宅を活用した若者・子育て世帯の定住促進

問合せ 建築部 住宅管理課
０７２－９２４－８５４３

関 連
予 算

人⼝減少と少⼦高齢化が進む⻄郡地域におけるまちづくりの取り組みとして、若者・
⼦育て世帯の居住誘導を図るため、既存市営住宅のストックを活用し、⺠間のノウハ
ウを活かしたリノベーションの実施や、居住する住宅の改修を⾃ら⾏うDIY住宅など、
多様な住宅供給を実施します。

既存市営住宅等改修事業
２８９１万７千円
※既存市営住宅を活用した若者・⼦育て世帯の定住⽀援に係る経費
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桂⼈権コミュニティセンター及び周辺施設の整備

問合せ
⼈権ふれあい部 ⼈権政策課
⼈権ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ及び周辺施設整備
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ
０７２－９４３－０３３４

関 連
予 算

桂人権コミュニティセンター、桂⽼人福祉センター及び桂⻘少年会館の３施設につい
て、コミュニティの拠点及び多世代交流拠点として、より多くの市⺠に利用される複
合施設へと機能更新するため、基本設計をはじめ整備に向けた取り組みを進めます。

人権コミュニティセンター及び周辺施設整備事業
４４６９万９千円
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近鉄河内山本駅周辺の整備

問合せ 都市整備部 都市基盤整備課
０７２－９２４－３９８２

関 連
予 算

駅周辺の安全性・利便性の向上及びにぎわい空間の創出に向け、引き続き、踏切
から五⽉橋交差点までの区間において、安全・安心・快適な歩⾏空間の確保などの
整備を進めます。
また、駅前広場の整備に向けた都市計画⼿続きを進めます。

近鉄河内山本駅周辺整備事業
１億２７３６万２千円
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まちの魅⼒発信と活性化の推進

問合せ
政策企画部
やおプロモーション・万博推進PT
０７２－９２４－４００２

関 連
予 算

万博への参画・参加を通じて得た貴重な体験や実績を活かしたプロモーションの市内
外への展開やアフター万博関連イベントの開催といった広域的な取り組みを通して、
本市への誘客や関係人⼝の増加、まちの活性化につなげます。

やおプロモーション推進事業
６６４万４千円
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地域資源や体験型コンテンツを活かしたにぎわいの創出

問合せ 魅⼒創造部 観光・文化財課
０７２－９２４－３７１７

関 連
予 算

万博に向けて作成したコンテンツの積極的な活用や、高安山や⼋尾空港などの地域
資源としての魅⼒を活かすイベント等の開催により、観光客の増加やにぎわいの創出
につなげます。
また、万博会場において披露された未来の乗り物“空⾶ぶクルマ”を⾝近に感じられ
る機会を創出するなど、「空港のあるまち⼋尾」の活性化につなげます。

観光魅⼒創造事業
４６３１万８千円
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芸術文化に触れる機会の創出

問合せ 魅⼒創造部 文化・スポーツ振興課
０７２－９２４－３９０９

関 連
予 算

万博への出展・出演の経験を活かし、市内各地で⾝近に音楽やアートを気軽に楽しめ
る取り組みを実施するとともに、高安能や河内音頭をはじめとする伝統文化、まちの
魅⼒を市内外へ広く発信し誘客につなげます。

芸術文化振興事業
３８８９万９千円
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ものづくり企業の価値創造

問合せ 魅⼒創造部 産業政策課
０７２－９２４－３８４５

関 連
予 算

万博に出展したノウハウを”ソフト・レガシー”として活用し、市内中小企業の国内で
の展示会出展や海外販路拡大など、共創機会の創出を⽀援するとともに、「ものづく
りのまち⼋尾」のブランド確⽴をさらに進めます。

オープンイノベーション推進事業
２５０３万円
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すべての⼈が活躍できるまちづくり

問合せ ⼈権ふれあい部 ⼈権政策課
０７２－９２４－３８３０

関 連
予 算

性別にかかわらずすべての人が個性と能⼒を活かして⾃分らしく活躍できるまちを
めざし、男⼥共同参画センター「すみれ」の機能の充実を図るとともに、移転に伴い
より安定した事業実施に取り組みます。
また、誰もが互いに尊重し合い、能⼒を発揮できる社会をめざし、万博でのシンポ
ジウム参画の経験を活かして、次代を担う若者の男⼥共同参画に対する意識醸成を図
ります。

男⼥共同参画推進事業
２８３９万６千円
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